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（和文）：本研究は、変容する若者の学校から仕事への移行実態を把握するため、調査開始時点

で 20 歳の若者の 18 歳時点から 24 歳までの間の就学・就労等をめぐる状態変化と、その過程で

の諸経験･意識等を、同一対象者を継続的に追跡するパネル方式で調査したものである。このよ

うな調査では対象者からの毎回の回答率を維持し続けることが最も重要であるが、本研究では

中間段階で予定を上回る回答率を達成できていたため、調査期間を 5 年間に延長する計画変更

をおこない、最終年度を待たず次課題繰り上げ申請を行った。調査は次課題期間にわたって継

続する予定である。収集されたデータの中間的分析はおこなっているが、本格的分析は今後の

課題である。 
 
研究成果の概要（英文）：The research aim was to survey young people’s transition process 

from school to work with cohort study method. Respondents were 20 years old at the first 

sweep and we collected their main activity, experiences and attitudes every year. The 

critical point for cohort study is keeping low attrition. We get more respond rate than 

expected, and modified our research term to 5 years instead of 4 years, which was the 

original plan. The research will be continued on another research term. Though, we 

published some of interim results, detailed results are not yet. 
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2007年度 14,400,000 4,320,000 18,720,000 
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2009年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 

  年度    

総 計 30,300,000 9,090,000 39,390,000 
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１．研究開始当初の背景 
近年の社会・産業構造、雇用構造等の大き

な変動を受け、先進諸国における若年者の学
校から就業への移行・子どもから大人への移
行が急速に変容している。この現象は我が国

においても 1990 年代半ば以降、若年無業者・
フリーターの急速な増加などとして社会的
な注目を浴びるに到っている。就学期間を終
えた後も、安定した就労に容易に就けない、
安定した成人・市民の位置に到達しがたい若
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者たちの増加は、その状態にある若者たち自
身にとっても、社会にとっても深刻な問題を
投げかけている。こうした状況に対し、我が
国を含め先進各国では様ざまに若者支援の
政策・対策が試みられているが、有効な政
策・対策のためにも、若年者の移行過程をめ
ぐる現状の正確な把握が強く求められてい
る。 
 若年者の状態把握をめぐっては、各国で様
ざまな試みが政府・研究機関などによってな
されているが、とくに注目されるのが一定の
若年者集団の移行過程を長期にわたって追
跡するコーホート調査である。このような調
査はイギリスをはじめとした先進各国で
1980 年代以降広く実施されはじめ、移行過程
の実態やとくに移行に困難を抱える若者グ
ループの同定、支援課題の発見など、若者支
援諸施策の立案などに貢献している。 
 我が国でも、このような方式の調査への注
目が高まっており、これまでにいくつかの試
みが行われてきたが、必ずしも十分な成果を
上げるに至っていなかった。その最大の原因
は、２年目以降の脱落率が大きく、継続的な
パネル調査として有効な回答率を維持でき
ないということであった。移動の多い若年層
を捕捉し続けるためには一般のパネル調査
以上の工夫が必要である。 
 したがって本研究準備にあたっては、イギ
リスにおける Youth Cohort Study や Scottish 
School Leavers' Survey 等の経験について、研
究者および調査実務担当者からの聞き取り
を含む情報収集とこれらの調査に携わって
きた研究者に海外アドバイザーとしての参
加を要請するなどを行ってきた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は我が国の若者の学校から
仕事への移行の全体像を、経年的なパネル調
査を通して明らかにすることである。具体的
には調査開始時満 20 歳の若者を対象者とし
て抽出し、満 24歳までの 4年間にわたって、
毎年 1 回の質問紙調査を実施することで、対
象者の 4年間の軌跡およびそれぞれの時点で
の就労・就学等の状況や意識を捕捉すること
を目的とした。申請段階では予算的制約から
対象者を大都市部に限定する予定であった
が、他科研との連携が可能になったため、対
象地域を大都市部以外を含む全国に広げて
実施することとなった。 
 
３．研究の方法 
対象者の抽出：住民基本台帳に基づき、

2007 年 4 月 1 日現在満 20 歳の男女を層化二
段階無作為抽出により選んだ。 
調査方法：第 1 回目においては上記の方法

で抽出した対象者に依頼状および質問紙を
送付したのち、調査員が訪問して調査協力を

お願いするとともに記入済み質問紙を回収
した。第 2 回目以降は前回回答者に対して質
問紙を郵送し、調査員による訪問回収を行っ
た。但し紹介抽出地点からの住所異動があっ
た対象者については郵送回収で行った。なお
各回とも期限内に回答のなかった対象者に
は、再度質問紙を送付し、郵送回収を求めた。
また第 2 回目調査においては、第 1 回目回答
時にメールアドレス記載のあった対象者に
ついて、電子メールによる督促を試みたが、
有効性がほとんど認められなかったため、3
回目以降は訪問および郵送による督促のみ
とした。 
中間段階のコンタクト：パネル調査では対

象者とのコンタクトをとり続けられること、
とくに住所移動等があった場合の新住所の
捕捉等が重要である。そのため毎回の調査実
施後、回答者に礼状を送付するとともに、次
回調査の 3 ヶ月ほど前に、前回調査結果の概
要等を掲載したニューズレターを回答者に
送付して次の調査の予告および住所変更が
あった場合、新住所を知らせてもらうなどを
求めた。 
 
４．研究成果 
第一に毎回の回収率は調査設計時の予想

を超える高い水準を確保している。コーホー
ト調査では、毎回の回答率を維持しつつける
ことが、調査遂行上の絶対的条件となるが、
この点で本研究は予想以上の成果を上げて
いる。第 1 回目は上述の方法で実施したが有
効回収率は 40.2％ であった。これは若年層
を対象とした回収率として平均的水準を上
回るとともに、学歴や就学・就業状態等の属
性別に見ても母数に対して大きな偏りのな
いものであった。また 2 回目以降の毎回の回
収率も設計段階の予測を大きく上回り、第 3
回調査（2009 年）での回収率は第 1 回目回
答者の 67.7％となった。このような予定を上
回る回収状況を維持できたため、当初の 4 年
間の調査期間計画を 5年間に延長することと
して、本課題研究期間第 3 年度に次課題の繰
り上げ申請・採択の結果、2011 年度現在、次
課題において調査を継続中である。 
 第二にこの間の調査から明らかにできた
内容である。調査そのものが上記のように未
だ継続中であるため、収集したデータの本格
的分析は今後の課題となる。しかしこれまで
の毎回の調査結果については、その都度、実
施の翌年度に暫定的分析を行い、中間的結果
を報告会および報告書として公表してきた。
なお各報告書は HP に掲載している。 
主な結果のいくつかについて以下に触れ

ておく。 
(1) 高校職業教育の有効性：第 1 回調査結果

においては、20 歳時点で就労している高
卒者について、専門高校・総合学科高校



 

 

卒業者が普通高校卒業者に比べ有意に正
規雇用比率が高く、高校での職業教育経
歴がその後の雇用の安定性に影響を与え
ていることが明らかにされた。 

(2) 大学生の就職活動と健康状態：第 2 回目
調査は 4 年制大学就学者の大部分が 4 年
生を迎えた秋に実施された。そこでの就
職活動についての諸項目からは、説明会
への参加企業数や就職活動期間が増える
ほど、また「自分の性格や能力を生かし
た仕事につきたい」という意識が強いほ
ど、健康面経済面での困難に遭遇しやす
いなど、今日の大学生の就職活動をめぐ
る問題状況が明らかにされた。 

(3) 学歴と正規雇用への到達期間：第 3 回調
査は 4 年制大学就学者の多数が卒業を迎
えた後の最初であった。大卒までの就業
者がそろったこの段階での結果からは、
図に見られるように、学歴毎に卒業から
大多数の者が正規雇用にたどり着くまで
の期間に大きな差があることが明らかに
された。 
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